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１．はじめに

国総研では社会資本のストック効果をより幅広く捉

えるための調査研究を行っている。本稿では、英国等で

進められている｢広範な経済効果 ワイダー・エコノミッ

ク・インパクト 以降、 ｣のうち、｢集積の効果｣の

算定手法における、 （コロナ感染拡大）の影響

をふまえた検討内容を含め、英国の交通分析評価に関す

る指針の改訂動向について報告する。

２．英国における指針改訂への動き

英国交通省は 年 月、 の計測方法を含めて

掲載している英国交通省の交通分析評価に関する指

針 ：以降、 をア

ップデートするためのルートマップを公表し、翌年

の 年 月には 更新の方向性を記載したアップ

デートレポートを公表した。

図 指針 アップデート方針のレポート 左 ､右

このアップデートレポートにおける指針改訂の内

容は、割引率の適切な運用､費用便益偏重の評価慣

行の見直し､長期評価､コストの楽観性バイアス､不

確実性､景観価値評価など幅広い。特に集積の効果

については｢在宅勤務の増加が生産性に与える影響

はエキサイティングな新しい研究分野｣とされた。

表 英国 指針 アップデートに関するフレームワーク（抜粋）

３． コロナ下 における集積の効果

による在宅勤務の増加が、 の中で代

表的な効果である｢集積の効果」に影響を及ぼす可能

性があることがアップデートレポートに示された。

また、 による行動変容 在宅勤務の増加等

が集積効果にどのように影響するかについての調査

報告｢ コロナ下での集

積 ｣も同時期に英国交通省から公開されている。

における集積の効果の計測は、域内の雇用者数、

一般化費用及び距離減衰パラメータから算出される

｢有効密度｣の変化率、産業の弾力性、域内総生産を

用いて算出されるが、当調査報告では、在宅勤務の

増加が弾力性や減衰パラメータに影響を与える可能

性について、集積経済の源の各メカニズム（｢マッチ

ング｣｢共有｣｢学習｣）における弾力性等への影響度合

いを定性的に示している。具体的には、在宅勤務は

旅行費用を下げること 一般化費用等の低下）でマッ

チングメカニズムを強化するかもしれないが、学習

メカニズムが対面の接触に依存している場合は損な

われる可能性 弾力性の低下 があるとしている。

今後もストック効果を幅広く捉える調査研究を、

社会経済動向をふまえつつ進めていく予定である。

更新項目（抄） 変更のフレームワークと背景・考慮事項（抜粋）

長期的な経済
見通しをふま
える

l長期予測をもとに （ ：分析指

針）データブックを更新 成長率等 時間の経過とともに評価値を引き
上げる際の証拠、割引率の適切な適用について調査検討.

グリーンブック
レビュー

l （政策の事前評価や事後評価に関するガイド

ブックの改善（ （費用便益）偏重の現在の評価慣行の見直し等）に向
けたレポート）を受けての対応等のための説明を提供．

楽観性
バイアス

lコストと納期についての楽観的な事項の調整が必要．新しい上昇率の
数値に加え、インフレの扱いに関するガイダンスを提供.

COVID-19と
不確実性

l とその措置による行動への影響は大きく、完全な解除後

でも個人がどのように対応するか、トラベルの減少が中長期的に持続す
るかは不明であり、現在の傾向の展開についての不確実性は重要.

集積効果

l パンデミックがトラベルや労働パターンに与える影響、交

通が長期的に集積に与える影響、集積に及ぼす影響の理解のため、在宅
勤務と集積メカニズムの理論的基盤を調査．今後､ガイダンスを変更.

l在宅勤務でフェイス･ツゥ･フェイス 対面 が減となった際に、輸送ス

キーム向上が生産性を向上させ得るのかどうか．在宅勤務の増加により
労働者の生産性自体が低下する可能性は低いが、輸送による集積効果は
以前ほど重要ではなくなる可能性があり、より検討する価値のある課題.
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１．はじめに 

現在、我が国は、温室効果ガスの排出削減目標と

して、2030年度に2013年度比で46%削減、2050年には

カーボンニュートラル（CN）を目指している。下水

道分野においては、下水汚泥由来のバイオガス利用

等、CNに貢献できる要素が多く存在する。そのよう

な背景もあり、国土交通省は2021年度に「下水道政

策研究委員会 脱炭素社会への貢献のあり方検討小

委員会」を開催し、脱炭素社会の実現に貢献する下

水道の将来像を定め、関係者が一体となって取り組

むべき総合的な対策とその実施工程表について、報

告書として取りまとめた。 

 このような動きを受け、国総研下水道研究部にお

いても、2021年度より、下水道技術開発会議エネル

ギー分科会で、温室効果ガス削減の下水道分野にお

ける2030年度削減目標である2013年度比208万トン-

CO2削減、2050年CNに必要な技術の検討を本格的に開

始した。本稿では、上記分科会のこれまでの取組状

況について紹介する。 

 

２．2021年度の取り組み 

 2021年度に開催した上記分科会では、2022年3月に、

「カーボンニュートラルの実現に貢献するための下

水道技術の技術開発等に関するエネルギー分科会報

告書」を取りまとめた。2021年度の検討においては、

2030年度の目標達成のために導入すべき技術を整理

し、既存の省エネ対策・創エネ技術に加え、下水道

革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）の技術

等を組み合わせることで、温室効果ガスを大きく削

減できる可能性がある試算結果を示した（図-1）。 

また、2050年CN実現のため、既に実用化されてい

る技術の導入拡大を中心としたシナリオ（現行トレ

ンドシナリオ）と、更なる技術開発等を盛り込んだ
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図-1 2030年度目標達成に向けた温室効果ガス排

出量の試算結果 

図-2 2050年度CNに向けた温室効果ガス排出量の

試算結果 

3.
快
適
で
安
心
な
暮
ら
し
を
支
え
る
研
究

研究動向・成果

- 95 -- 95 -



 

 
 

シナリオ（ゲームチェンジシナリオ）による温室効

果ガス排出量の試算を行った（図-2）。また、上記

の検討内容等を踏まえ、2050年CNの実現に貢献する

ための下水道技術の技術開発項目について、ロード

マップとして整理を行った。 

 

３．2022年度の取り組み 

2022年度においては、2022年12月末現在で、上記

分科会を2回開催しており、もう1回開催予定である。 

2030年度目標達成に向けた取り組みとしては、温

室効果ガス削減目標設定支援ツールの作成検討を行

っている。このイメージ図を図-3に示す。処理方式

別に下水処理場を分類した上で、平均的な温室効果

ガス排出量原単位を整理し、自身と同規模の処理場

とどれくらい違いがあるか把握したうえで、省エネ

（省電力機器の導入等）や創エネ（消化ガス発電等）、

下水汚泥焼却の高度化による目標値を設定する。ま

た、本ツールは新技術導入による温室効果ガス排出

削減の効果試算もできるよう検討しており、各地方

公共団体の下水処理場での温室効果ガス削減に資す

るため、本ツールの早期の公開を目指している。 

2050年CNに向けた検討としては、2021年度に検討

した2050年のゲームチェンジシナリオの試算結果

（図-2）について、より実現可能性の高い技術内容

を盛り込むよう、検討を進めている。電力や燃料の

消費、水処理プロセスや汚泥焼却施設からの温室効

果ガスの排出、消化ガス発電や汚泥の固形燃料化等

による温室効果ガス排出量削減にあたり、個別技術

を検討したうえで、温室効果ガス排出量について精

査している（図-4）。今後、精査を進めながら、2050

年に温室効果ガス排出量を実質ゼロにするための方

策や導入すべき技術について検討を進める。 

その他、下水処理と廃棄物処理を連携させた資源

循環システムについて、コストや温室効果ガス排出

量の定量的な評価手法を検討している。また、下水

処理過程で発生する一酸化二窒素（N2O）の排出状況

やメカニズム分析等についても、自動測定機を用い

た連続モニタリングも活用しつつ、鋭意検討を進め

ている。さらに、将来的な下水道・流域管理・社会

システムの全体最適のあり方に関する議論に備え、

処理規模や立地等地域特性を考慮した効率的な下水

道資源の活用方法や、将来的に有効と考えられる新

技術情報も収集していく予定である。 

図-3 温室効果ガス（GHG）削減目標設定支援ツー

ルの手法のイメージ図 

図-4 2050年の温室効果ガス排出量の検討状況 

 

４．今後の展開 

2023年以降も、2050年CNに向け、必要な下水道技

術等について引き続き検討し、脱炭素社会へ貢献し

ていく。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研下水道研究部 下水道技術開発会議エネ

ルギー分科会 ウェブサイト 

http://www.nilim.go.jp/lab/eag/energybunkakai.

html 

 

２）省エネ・創エネ等を含めた総合的な目標設定例
（焼却設備の有る処理場の場合）

※処理方法等により目標設定ラインが異なる

目標

同種同規模の平均ライン

省エネ削減を踏まえたライン

創エネ削減を踏まえたライン

焼却高度化を踏まえたライン
（208万t削減ライン）

処理規模

2013年における
A処理場実績

2018年における
A処理場実績

2018年における
全処理場の平均

2030年における
A処理場の年率2%削減

値

１）省エネに特化した目標設定例

2013年実績から年率
2%を掛けて算出

（60万t-CO2削減目標
に対応する値）

全国と比較するときの
基準

2013年からの進捗、
全国平均と比較

GH
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出
量
原
単
位

GH
G排

出
量
原
単
位

 

 

研究動向・成果 
 

 

幹線道路の旅行速度に 

沿道出入交通が与える 

影響の分析 
(研究期間：令和２年度～令和５年度) 

道路交通研究部 道路研究室 

青山 恵里 松本 幸司 河本 直志 茂田 健吾 

（キーワード） 道路階層、旅行速度、遅れ時間 

 

１．はじめに 

我が国の道路ネットワークは一般道路における旅

行速度が低水準に留まっており、高速道路における

旅行速度との差のもとで中間的な旅行速度を確保す

る道路が少なく、道路ネットワークの適切な階層化

が構築されていないことが課題として挙げられる。

一般道路の旅行速度には、中央帯や沿道出入りの有

無、信号交差点間隔等が影響することが明らかにな

っており、国総研では目標旅行速度を達成するため

の道路構造要件の目安等を示すことを目指している。 

本分析では、一般道路における旅行速度に与える

影響として沿道出入りに着目し、まず、片側2車線の

幹線道路において流出入車両が幹線道路上の流出入

直後車両に与える影響の実態を把握し、その結果を

踏まえ、交通シミュレーションを用いて区間全体と

しての影響を検討した（図-1）。 

流出車両 流入車両減速 減速

②従道路から流入する車両に対して
幹線道路走行車両が減速

①従道路に流出する車両に対して
幹線道路走行車両が減速

個々の車両に対する影響

区間における影響

中央帯等により
上下線が分離

分析対象区間を走行する全車両の遅れ時間と旅行速度を分析

流出入直後車両の速度変化と遅れ時間を分析

 

図-1 分析対象のイメージ 

 

２．流出入車両が幹線道路走行車両に与える影響 

(1)調査概要 

国道21号に接続する4箇所、国道274号に接続する2

箇所の無信号交差点を対象に、流出入部、流出入部

上流および下流が映るようビデオカメラを設置し、

計24時間の観測映像を地点毎に取得した。いずれの

地点も片側2車線で中央帯等により上下線が分離さ

れ、流出入挙動は左折流出と左折流入のみである。 

(2) 個々の走行車両の速度変化の分析 

幹線道路を走行する車両の中から、流出入直後車

両として前方約150m区間内で流出入が生じた車両を

抽出し、流出入部直近と、上流側3地点、下流側1地

点における速度を取得した。1つの無信号交差点を例

に、各流出入直後車両の速度の変化の分布を図-2に

示す。ここで、「流出」は流出車両の直後車両、「流

入」は前方で流入車両があった幹線道路の直後車両

である。流出・流入どちらにおいても、上流100mま

ではほぼ自由流速度と同程度の速度で走行している

が、上流側50mから流出入部(0m)において速度の低下

が見られ、下流側150mの地点でほぼ自由流速度に回

復することが確認された。流出の方が速度低下が大

きい傾向にあるが、流出だけでなく流入によっても

幹線道路走行車両が遅れを被る可能性が示された。 

自由流速度
50.43km/h

進行方向

100m
150m

150m

50m

 

図-2 流出入車両の直後車両の速度変化 

次に、流出・流入車両による幹線道路走行車両の

遅れ時間を、流出入直後車両の実旅行時間と自由流

旅行時間の差とし、実旅行時間の方が小さくなった
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